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サービス部門の生産性の低さは、世界共通の課題。ロボット技術のさら
なる進歩と普及は、こうした課題を一挙に解決する、大きな切り札となる
はずです。
ものづくりの現場でも、ロボットは、製造ラインの生産性を劇的に引き上
げる「可能性」を秘めています。
ロボットによる「新たな産業革命」を起こす。そのためのマスタープランを
早急につくり、成長戦略に盛り込んでまいります。

「ロボット革命」のあらまし

首相官邸ホームページより引用・抜粋

１．OECD閣僚理事会 安倍内閣総理大臣 基調演説
（2014年5月6日）

２．ロボット革命実現会議の開催
（2014年9月～2015年1月）

３．「ロボット新戦略」の策定
（2015年2月 日本経済再生本部決定）

４．「ロボット革命イニシアティブ協議会」の設立
（2015年5月～）

ロボットメーカー・ユーザー双方の有識者等からなるロボット革
命実現会議を総理の下に設置。2015年1月までに計６回会
議を開催し、「ロボット新戦略」を策定。

ロボット革命実現に向けた戦略及び分野毎のアクションプラ
ンで、以下の３つを柱として推進。
 日本を世界のロボットイノベーション拠点とする「ロボット創出力の

抜本強化」
 世界一のロボット利活用社会を目指し、日本の津々浦々におい

てロボットがある日常を実現する「ロボットの活用・普及（ロボット
ショーケース化）」

 ロボットが相互に接続しデータを自律的に蓄積・活用することを前
提としたビジネスを推進するためのルールや国際標準の獲得等に
加え、さらに広範な分野への発展を目指す「世界を見据えたロ
ボット革命の展開・発展」

「ロボット新戦略」の具体的な推進母体として、製造・サービス
業に加え、農業、介護、建設・インフラなど幅広い分野のロボッ
トの作り手・担い手となる関係団体や企業等が参画。



＜農業＞
• ２０２０年までに自動走行トラクターの現場実装を実現
• 省力化などに貢献する新たなロボットを20機種以上導入

＜ものづくり・サービス＞
• サービスロボットのベストプラクティス100例選定・公表
• ロボットの頭脳（ＡＩ）、目（センサー）、指（制御）の高度化
• 段取り作業や接客業の裏方等へロボット導入。
労働生産性を２％以上向上させ、国内立地の競争力強化

• システムインテグレーター事業に係る市場規模を拡大

＜介護・医療＞
• 移乗等での腰痛リスクの高い作業機会をゼロに
• 介護関係諸制度を見直し。現行、３年に１度の介護保険制度の種
目検討について、要望受付・検討等を弾力化し、新たな対象機器の
追加を随時決定。地域医療介護総合確保基金により介護従事者の
負担軽減のための介護ロボット導入支援

• 医療ロボットの実用化支援を100件以上。新医療機器承認審査件
数の8割は標準期間で処理（通常：14ヶ月、優先：10ヶ月）

＜規制改革＞ 規制改革会議とも連携し「ロボットバリアフリー社会」へ、関係制度１０本見直し
（ロボットが使用する電波のルール整備、目視点検のロボット化（インフラ保守）、飛行ロボットに関するルール整備 等）

＜基盤整備＞システムインテグレータ人材の育成強化
（実証事業を通じたＯＪＴの実施等）

＜インフラ・災害対応・建設＞
• 生産性向上や省力化に資する情報化施工技術の普及率３割
• 重要/老朽インフラの目視点検や補修の２０％にロボット導入
• 災害現場においても有人施工と比べて遜色ない施工効率

 2015年度からの５年間をロボット革命集中実行期間と位置付け、以下の取組を推進。
 官民で、総額1,000億円のロボット関連プロジェクトへ投資
 ロボットの市場規模を2.4兆円（年間）へ拡大（現状6,500億円）
 福島に新たなロボット実証フィールドを設置
（飛行ロボットや災害ロボット等の実証区域を創設。イノベーションコースト構想へ繋げる）

 World Robot Summitの開催を通じたイノベーションの促進と社会実装の加速
※更に、「ロボットの初期導入コストを2020年までに2割削減、ロボット導入を支援する人材を3万人に倍増。」

ロボット新戦略（2015年2月）
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日本を世界最先端のロボット・ショーケース化
～ロボットを日常の隅々にまで普及～

（2016年4月 安倍総理 未来投資会議）
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 「ロボット新戦略」の具体的な推進母体として2015年5月に設置。製造・サービス業に加え、農業、
介護、建設・インフラなど幅広い分野のロボットの作り手・担い手（SIer、情報通信関係）となる
関係団体や企業、関係府省庁が参画（事務局：日本機械工業連合会、設立時会員数226、
2018年6月時点会員数513）。

（１）関係者間のマッチング、ベストプラクティスの共有・普及、（２）国際標準化、（３）情報セキリュティ、（４）国際プロジェ
クト、（５）実証実験のための環境整備、（６）人材育成、（７）関係機関と連携した研究開発・規制改革等の推進、
（８）情報収集・発信、普及啓発事業の推進 等

ロボット革命イニシアティブ協議会（Robot Revolution Initiative）
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＜写真は官邸HPより＞

国立情報学研究所　社会共有知研究センター長  新井　紀子　
社会福祉法人 シルヴァーウィング　理事長 石川　公也　
㈱会社加賀屋　女将 小田　真弓　
㈲横浜ファーム　代表取締役 笠原　節夫　
㈱菊池製作所　代表取締役社長  菊池　功　
神奈川県知事  黒岩　祐治　
㈱ＩＨＩ　代表取締役会長 斎藤　保　
関西大学 政策創造学部 教授 白石　真澄　
国際医療福祉大学　成田保健医療学部　部長 杉原　素子　
ダイヤ精機㈱　代表取締役 諏訪　貴子　
㈱安川電機　 代表取締役会長 津田　純嗣　
㈱小松製作所　取締役会長 野路　國夫　
三菱電機㈱　特別顧問 野間口　有　

㈱武蔵野　取締役会長 安田　定明　
アスラテック㈱　 チーフロボットクリエータ 吉崎　航　

橋本　和仁　総合科学技術・イノベーション会議議員
（東京大学総長特別参与・教授）



CeBITにおける「Connected Industries」の発信

 2017年3月に開催されたドイツ情報通信見本市（CeBIT）に、我が国はパートナー国として参
加。安倍総理、世耕経済産業大臣他が出席。日本企業も118社出展（過去最大規模）。

 安倍総理からは、我が国が目指す産業の在り方としての「Connected Industries」のコンセ
プトについて、①人と機械・システムが協調する新しいデジタル社会の実現、②協力や協働を通
じた課題解決、③デジタル技術の進展に即した人材育成の積極推進を柱とする旨をスピーチ。

 また、第四次産業革命に関する日独共同声明「ハノーバー宣言」が、世耕経済産業大臣、高市
総務大臣、ツィプリス独経済エネルギー大臣との間で署名・発表。この中で、人、機械、技術が国
境を越えてつながる「Connected Industries」を進めていく旨を宣言。

安倍総理のスピーチ 世耕経済産業大臣とツィプリス経済エネルギー大臣との会談
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第1次産業革命
動力を取得
（蒸気機関）

第2次産業革命
動力が革新

（電力・モーター）

第3次産業革命
自動化が進む
（コンピュータ）

第4次産業革命
自律的な最適化が可能に
大量の情報を基に人工知能が
自ら考えて最適な行動をとる

狩猟社会 農耕社会 工業社会 情報社会
Society 5.0
超スマート社会

サイバー空間とフィジカル空間が高度に融合

＜社会の変化＞

＜技術の変化＞

＜産業の在り方の変化＞

Society 5.0につながるConnected Industries

Connected Industries

もの×もの
人間×機械・システム

企業×企業
人間×人間

（知識や技能の継承）
生産×消費

大企業×中小企業
地域×地域

現場力×デジタル
多様な協働

新たな
社会を形成
人間中心
課題解決型

個々の産業ごとに発展

・様々なつながりによる新たな付加価値の創出
・従来、独立・対立関係にあったものが融合し、変化

→新たなビジネスモデルが誕生
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「Connected Industries」５つの重点取組分野

スマートライフ

自動走行・モビリティサービス

ものづくり・ロボティクス バイオ・素材

プラント・インフラ保安

 データ協調の在り方を早急に整理
 AI開発・人材育成の強化
 物流等も含むモビリティサービスやEV化の将

来像を見据えた取組

 協調領域におけるデータ連携の実現
 実用化に向けたAI技術プラットフォーム

の構築
 社会的受容性の確保

 データ形式等の国際標準化
 サイバーセキュリティ・人材育成等の

協調領域での企業間連携の強化
 中小企業向けのIoTツール等の基盤整

備

 IoTを活用した自主保安技術の向上
 企業間のデータ協調に向けたガイドラ

イン等の整備
 さらなる規制制度改革の推進

 ニーズの掘り起こし、サービスの具体化
 企業間アライアンスによるデータ連携
 データの利活用に係るルール整備

これらを支える横断的支援策を早急に整備

「Connected Industries」東京イニシアティブ2017の策定、公表（平成29年10月2日）

安倍総理からメルケル首相へのスピーチ

世耕大臣の東京イニシアティブのスピーチ

世耕大臣と大臣懇談会のメンバー
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「Connected Industries」の横断的な政策

リアルデータの共有・利活用

データ活用に向けた基盤整備
＜研究開発、人材育成、ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ＞

さらなる展開
＜国際、ベンチャー、地域・中小企業＞

 データ共有事業者の認定制度の創設、税制等による支援
 リアルデータをもつ大手・中堅企業とAIベンチャーとの連携によるAI
システム開発支援

 実証事業を通じたモデル創出・ルール整備
 「データ契約ガイドライン」の改訂

 革新的なAIチップ開発の促進
 ネット×リアルのハイブリッド人材、AI人材等
の育成強化

 世界中から優秀な人材を集める枠組みの
検討

 サイバーセキュリティ対策の強化

 欧州、アジア等世界各国との協力強化
 国際連携WGを通じたシステム輸出強化
 国際標準化人材の質的・量的拡充
 日本版ベンチャーエコシステムの実現
 専門家育成や派遣による、地域・中小企業
への支援強化

日本の強みであるリアルデータを核に、支援を強化

「Connected Industries」東京イニシアティブ2017の策定、公表（平成29年10月2日）



「Connected Industries」の取組の方向性
 市場成長性、我が国産業が有する強み、社会的意義の大きさ等から、５つの重点取組分野を
定め、取組の加速化と政策資源の集中投入を図る。

 加えて、横断的課題に対する支援措置・法制度等の整備に取り組む。

重点取組分野
（分科会）

自動走行・
モビリティサービス

ものづくり・
ロボティクス バイオ・素材 プラント・

インフラ保安 スマートライフ

ビジョン
（社会的意義）

・交通事故の削減
・交通渋滞の緩和
・環境負荷の低減
・分散エネマネ
・物流も含む移動サービス
の拡大

・生産の全体最適
・止まらない工場
・事故や環境負荷の低
減

・材料や医療・創薬の革
新
・エネルギー資源対策
・社会変革を実現する革
新素材創出

・プラントにおける安全性
と生産性の向上
・自主保安力の向上と
「稼ぐ力」の創出
・センサー、ドローン等の
効果的活用

・少子高齢化が進む
中で、人手不足等の
社会課題に対して、ス
マートライフ市場が代
替することで、働き手
(労働時間)を創出

市場成長、
経済効果予測

・自動運転車市場で870
億ドル
・運転時間を生産性向上
やサービス消費に充て、千
億～1兆ドル

・「産業インターネット市
場」が今後20年以内に
世界のGDPを10兆～
15兆ドル押し上げ

・2030年の世界のバイ
オ市場は約1.6兆ドルに
成長
・世界の機能性素材市
場は約50兆円

・インフラ老朽化や需要
拡大への対応に世界で
約200兆円の市場

・2011年の無償労
働貨幣評価額は約
100兆円（家電市
場は約7兆円）

推進主体
自動走行ビジネス検討会
（追って、モビリティサービス産
業戦略検討会（仮称）を設
置）

RRI（ロボット革命イニ
シアティブ）

COCN、日本化学工業
協会

プラントデータ活用等促
進会議 IoT推進ラボ

横断的課題

・協調領域を含むデータ共有・利活用 ・AIシステムの更なる開発支援・海外展開
・トップ人材育成の抜本的強化 ・AIをめぐる法務事項に関する検討の具体化（AI責任論等）
・国際標準の戦略的活用 ・サイバーセキュリティ対策の実施
・データルールをめぐる国際連携の促進（日EUデータエコノミー対話の深化）
・中小企業への普及、取組支援 ・更なる検討課題：バックオフィス改革、Fintech など
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ものづくり・ロボティクス分科会① 取組の全体像

・データ利活用の関
心が高まる一方、
具体的な活用に
悩む状況
・先進事例共有や
ハンズオン支援、
見て・触れて・試せ
る場の重要性等

・ものづくりとITの両
方が分かる人材、
システム思考が出
来る人材等に高い
ニーズ
・文科省における検
討・取組に加え、
経産省・産業界の
連携による具体的
な取組の推進

②人材育成、
研究開発

①協調領域の
最大化

・データ利活用の最
大化に向けたデー
タ流通の仕組み
→ プラットフォーム
間の連携システム
・国際標準化、サイ
バーセキュリティ

③中小企業
支援

【ものづくり・ロボティクス分科会にて議論した論点】

○ものづくり・ロボティクス分科会
RRI(ロボット革命イニシアティブ協議会)を共同事務局とし、
CI大臣懇談会メンバーのうち、ものづくり系企業メンバーを
中心に議論。
【主な参加企業・団体】
DMG森精機、日本商工会議所、日立製作所、ファナック、
三菱重工、三菱電機、RRI、IVI、東京大学

現場の人、それに伴う現場の良質かつ豊富な
リアルデータの存在

民間企業が持つデータが流通する仕組みの構築等
により現場の良質なリアルデータの価値の最大化

 日本の現場の良質なリアルデータの強みを最大化するため、民間企業のプラットフォーム間を横
串でつなげ、データ利活用を最大するできる仕組みの構築等を中心に検討。

【我が国ものづくり産業が直面する課題】

【ものづくり分野における我が国の強み】

【目指すべき勝ち筋】

課題１：付加価値の獲得
・ 「モノ」の生産という意味での競争力の源泉が相対化、
「モノ」から「サービス・ソリューション」への付加価値が移行。
・新たな環境変化に対応した付加価値獲得の必要性
課題２：人材確保
・ 深刻化する人手不足の中での現場力の維持・強化、
デジタル人材等の人材育成・確保の必要性

データ利活用を通じたスマート製造の推進が鍵！
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①データ利活用の最大化に向けたデータ流通の仕組み
• 工場で発生するデータの共有を推進すべく、エッジ、フォグのレイヤーでの仕組み構築に向けたWGを設置。
• 競争と協調をバランスさせつつ、プラットフォーム間が緩やかに繋がる仕組みの構築を検討。
• 具体的には、データの記述方法を規定する「データプロファイル」に加え、送付するデータの処理条件等を規定す
る「サービスプロファイル」を定めることにより、配達証明付き郵便局のようなシステムの構築を目指す。

• イメージの共有も含め、具体的事例を想定しながら検討を進めるべくユースケースを策定し、デモ実装を実施。今
後、政府の開発・実証予算等も活用しつつ、データ流通システムの開発を目指す予定。

• 独（”Industrial Data Space”）・米（IICも関心）との連携も視野に取り組む。
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ものづくり・ロボティクス分科会② 主要検討成果及び今後の取組の方向性

②国際標準化、サイバーセキュリティ
• つながるための共通基盤となる国際標準、サイバーセキュリティについては、日独連携による専門家会合が機能して
おり（日本側窓口：RRI）、日独連携を軸に取組が進捗。

• 国際標準、セイバーセキュリティともに連携成果を共同文書にとりまとめ、公表。
• 今後、これら連携成果をISO/IEC等でも打ち出し、国際的な議論の牽引を目指す。

10

③人材育成、研究開発
• 経産省において、デジタル時代のモノづくりへの対応に向け、90年代のIMS(Intelligent Manufacturing 

System)プロジェクト以来の本格的な研究開発の国プロの組成を検討中。(2019年度の本格的国プロ化を検討)
• 当該国プロの中で、今日必要な人材育成を、産学官の連携・コミットメントの下、実現を図る等も検討。
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ものづくり・ロボティクス分科会③ 主要検討成果及び今後の取組の方向性

11

④中小企業支援
 「スマートものづくり応援隊」の一層の充実・活用（拠点数増、補助金との連携等）

• カイゼンに加えてIoT・ロボット等の導入指導が行える人材育成を各地域で推進。2018年度に約40拠点
を目指す。（今年度、兵庫県・神戸市が一体となって中小企業の「IoT・AI・ロボット」導入のための相談窓
口を設置。 受託先：公益財団法人 新産業創造研究機構（NIRO））

• ものづくり補助金(29補正予算)において、これら専門人材活用の人件費を別途費用計上できるよう運用
を変更。

 支援機関間の連携強化
• 多岐にわたるスマート製造関係者が一堂に集まり、取組を相互に紹介しあう会合を初開催（昨年

12/1）。
（RRI、スマートものづくり応援隊、地方版IoT推進ラボ、商工会議所、IVI、ITコーディネータ協会等）

• 地域での取組が点から面となるよう、今後連携を一層強化。
 先進事例の共有、利用者の視点から情報を再整理

• 日独連携の一環としてRRIにおいて収集したオンライン・ユースケースマップ（210事例を収集）を整理・
体系化。IoT活用の目的と高度化レベル等を軸に整理し、一層の見える化を図り、取組促進に役立てる。

• また、ユースケースをユーザーが随時新規登録できる仕組みについても検討を推進。
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ものづくり・ロボティクス分科会④ 主要検討成果及び今後の取組の方向性

12

④中小企業支援
 ツール情報の共有、利用者の視点から情報を再整理

• 中小企業向けIoTツール情報をRRIが公募。2016年106件、2017年124件を使用場面ごとに整理し公
表。昨年は個々ツールを繋げての使い方を記載したレシピも公募・公表（28件）。

• さらに、集まったツール情報を精査・分析し、優れたツール約30件について、さらに分かりやすく情報を再整理。
• 動画があるものについてはリンク先を紹介するとともに、動画作成等も促すべく、モデル的な動画作成のガイドを
作成。なお、動画に関しては、日商においてもIoT導入活用事例動画を作成。

 テストベッド（ショーケース、体験コーナー）
• テストベッド設置の動きとしては、4月に茨城県の公設試が開設、東京都の公設試が今秋に開設予定の他、
九州地域においても、経産局が関与しながら、熊本や佐賀、北九州等で検討推進。岐阜県等でも。

• 国では産総研において、人工知能技術とものづくり技術を融合し、社会実装を推進する模擬的な実証環境
（模擬工場等を含む）を有するグローバル研究拠点を整備予定。

 「FA・ロボットシステムインテグレータ協会」の設立
• FAやロボットの中小企業等への導入促進にはシステムインテグレータ（SIer）の育成・強化が重要。
• このため、SIer業界のネットワークの構築や経営基盤の強化、業界標準の策定、人材確保・育成支援等を行
う、SIerにとっての共通的な基盤となる組織の設立を目指し、「FA・ロボットシステムインテグレータ協会」の会
員募集を５月より開始し、７月に設立。
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Ⅱ. 経済産業省の主な関連施策について

（１）ロボット関連
① ロボット導入実証事業
② ロボット社会実装プロジェクト
③ ロボット導入促進のためのシステムインテグレータ育成事業
④ ロボット活用ナビ（http://www.robo-navi.com/）
⑤ World Robot Summit（WRS）

http://www.robo-navi.com/
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平成29年度ロボット導入実証事業（近畿地域における採択一覧）
No. 事業名 提案事業者 ロボット SIer

1 次世代マイクロニードル化粧品の高度精密生産へのロボットの導入
コスメディ製薬株式会社
(京都府京都市)

垂直多関節ロボット、直角座標ロボット
株式会社三菱システムサービス、ファスト株式
会社

2 食品スーパーにおける飲料自動陳列作業のロボット化
株式会社八百彦商店
(奈良県北葛城郡王寺町)

垂直多関節ロボット 株式会社ロボプラス、株式会社アルファス

3
人協調ロボットとパレットストレージ導入による医療用分包紙検査作業環境の改
善

株式会社タカゾノ
(大阪府門真市)

垂直多関節ロボット、その他 有限会社キムラ電機

4 免疫検査抗体製造における凍結真空乾燥準備工程へのロボット導入
トラストメディカル株式会社
(兵庫県加西市)

双腕ロボット トラストメディカル株式会社

5 【FS】屋根塗装作業のロボット化FS
株式会社竹延
(大阪府大阪市)

自走式ロボット 株式会社ロボプラス　　株式会社HCI

6 【FS】鉄スクラップ解体作業のロボット化ＦＳ
株式会社シマブンコーポレーション
(兵庫県神戸市)

垂直多関節ロボット 株式会社ロボプラス、高丸工業株式会社

1 切り替えレス多品種対応自動化ラインによる生産プロセス効率化
紀伊産業株式会社
(大阪府大阪市)

パラレルリンクロボット、垂直多関節ロボット
ミツイワ株式会社、株式会社オフィスエフエイ・
コム

2
人協調ロボットと人工知能技術を組み合わせた多品種油圧機器外観検査作業
の省コスト化

稲坂油圧機器株式会社
(兵庫県加東市)

双腕ロボット 安達株式会社

3 鉄道車両重要保守部品溶接におけるロボット活用の効率化
KPファクトリー株式会社
(兵庫県三木市)

垂直多関節ロボット 高丸工業株式会社

4 メッキ・塗装工程用吊り掛け作業の省コストロボット化の実現
福伸電機株式会社
(兵庫県神崎郡福崎町)

垂直多関節ロボット 合同産業株式会社

5
可搬ロボットを用いた鉄道車両用床板のワンサイドスポット溶接システムの効率
化

株式会社アコオ機工
(兵庫県赤穂市)

垂直多関節ロボット 高丸工業株式会社

6 特注大型門扉製造工程における溶接ロボットシステムの効率化
応緑株式会社
(兵庫県姫路市)

垂直多関節ロボット 高丸工業株式会社

1 自動搬送ロボット導入による料亭の接客サービスの効率化
がんこフードサービス株式会社
(大阪府大阪市)

搬送ロボット（ＡＧＶ） シャープ株式会社

2 ロボットを活用した観光地エリアマネジメントの運用実証
株式会社Andeco
(大阪府大阪市)

コミュニケーションロボット 株式会社タスカケル

3 モバイル型コミュニケーションロボットを用いた観光地ショーケース化
株式会社ＪＴＢ西日本
(大阪府大阪市)

コミュニケーションロボット シャープ株式会社

4 【FS】産地と飲食店が連携した養殖鯖の給餌作業へのロボット導入FS
株式会社ＳＡＢＡＲ
(大阪府豊中市)

ドローン船（水上自走式ロボット） 株式会社ロボプラス

 Ａ 類型：未活用領域における導入実証・FS事業

 Ｂ 類型：コスト削減に向けたSIプロセス実証事業

C類型：公共空間におけるロボット社会実装プロジェクト
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http://robo-navi.com/webroot/doc_download.html
（参考）その他の中小企業向けロボット関連事例集・ガイドブック



②ロボット社会実装プロジェクト
ロボット導入実証事業を活用した事例創出 ～「改革2020」ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ～

実施場所 ロボット 内容

羽田空港 案内、清掃、モ
ビリティ

羽田空港旅客ターミナルでのサービスロボット
導入実証

ハウステンボス 調理、案内、食
器回収

「変なレストラン」における飲食物の提供、食
器の回収等へのロボット導入

イオンモール幕張新都心

受付・案内 リアルロボットとバーチャルロボットが連携した
館内ナビゲーションの実現

清掃 床面清掃工程へのロボット導入

ATC（アジア太平洋トレード
センター）（大阪市） 受付・案内 インバウンド観光客案内にロボットを導入

ローソンパナソニック前店
（大阪府守口市） レジ 会計・袋詰め等のレジ業務のロボット化

◇ 28年度ロボット導入実証事業において、日常空間におけるロボットの活用として以下の事例を採択。
◇ その他、①商業施設（パルコ（仙台市））での複数のロボットを活用した接客・案内業務、②ホテル（水口セン

チュリーホテル（滋賀県））でのフロント業務のロボット化、③成田空港でのチェックインカウンター等における旅客手
荷物取扱業務へのパワーアシストスーツ導入、についてFS事業を実施。

16



③ロボット導入促進のためのシステムインテグレータ育成事業
（平成28年度補正予算額 14.0億円）

 ロボットを使用した機械システムの導入提案・設計・構築等を行う事業者（ロボットシステムインテグレータ）の
創出・育成を目的として、提案型のロボットシステム構築を行うことができる環境整備・能力習得等に用いるため
のロボット等の機械装置の設計や購入、人材育成に係る費用等に要する経費の一部を助成。

17

危険作業

高温/低温下の作業

緻密作業

荷重作業

単純作業

熟練作業

ロボットシステムを構築して、
中小企業等の現場に提案し
展開していく。

ロボット
（例）

ロボットシステム（例）

Ａ類型 ロボットSI事業参入・拡大型 補助金上限額：
１，５００万円

【提案内容】
ロボットSIに必要な知識、技能及び提案能力の習得や高度化を目的として、自らロボット等
を取得し、ロボット技術者やロボットシステムの導入提案を担う人材の育成等を通じて、ロボット
SIを新たに事業の一つとして展開していく計画や、既存のロボットSI事業の拡大を目指す計画、
実演等による導入提案が可能な環境を整備しロボット導入の促進を図る計画が対象。

Ｂ類型 ロボットセンター開設型 補助金上限額：
５，０００万円

【提案内容】
ロボット導入促進のための環境整備を目的として、多彩なロボットを取りそろえロボットシステムの
展示や実演等を通じた導入提案を行うほか、ロボットの操作教育や安全教育、ロボットに関する
普及・啓発等の講習を実施していく計画が対象。

Ｃ類型 ロボットシステムのモデル構築型 補助金上限額：
３，０００万円

【提案内容】
多くの中小企業等の現場（ものづくり分野、サービス分野）に共通する課題を解決するため
のロボットシステムのモデルを構築し、多様な現場にその導入を提案し展開していくツールとするこ
とで、提案型のロボットSIを実現する計画が対象。

他業種からのSI事業への参入 新たなSI分野への挑戦

ロボットセンターの開設 操作・安全教育の実施

ロボットシステムのモデル構築

補助対象事業者

本事業を契機にロボットシステムインテグレーション
（ロボットSI）事業を始める者やロボットSI事業を
営んでいる者、協業等によりロボットSI事業を行う連
携体、地域でロボット導入提案を行う公設試・地方
自治体 等

補助対象経費
ロボット本体やロボットに取り付ける機器・周辺装置
の購入費や製作に掛かる費用、
ソフトウェアの使用料・購入費、人件費、安全講習
の受講料 等

システムインテグレータ 中小企業等の現場（例）
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No. 事業名 提案事業者 ロボット
Ａ 類型：ロボットSI事業参入・拡大型

1 ロボットとリニア搬送システムを組み合わせた次世代包装ライン設備の提案
株式会社京都製作所
（京都府京都市)

垂直多関節ロボット

2 ボビン装脱着システム開発による協働型ロボットＳＩ技術高度化
株式会社HCI
(大阪府泉大津市)

垂直多関節ロボット

3 社内検証システム構築による人手作業のロボット化ＳＩ事業拡大
株式会社ケイエスエス
（兵庫県神戸市）

双腕ロボット

4 多軸ロボットと自律搬送システムの連携によるロボットSI事業
ＨＩＬＬＴＯＰ株式会社
（京都府宇治市）

垂直多関節ロボット

5 金属表面処理作業へのﾛﾎﾞｯﾄSI事業参入
株式会社加美機工
（大阪府松原市）

垂直多関節ロボット

6 協調ロボット活用によるセンシングシステムロボットSI事業参入
棚橋電機株式会社
（大阪府大阪市）

垂直多関節ロボット

7 ボイルパスタ自動計量小分けロボットシステムの提案
細田工業株式会社
（大阪府八尾市）

双腕ロボット、垂直多関
節ロボット

8 地域産業のためのロボット自動化提案拡大事業
宮脇機械プラント株式会社
（兵庫県明石市）

双腕ロボット、垂直多関
節ロボット

Ｂ 類型：ロボットセンター開設型

1 食品産業を支えるロボットセンターの開設
株式会社イシダ
（京都府京都市)

垂直多関節ロボット、
パラレルリンクロボット

2 人協働型ロボットSIer育成事業
公益財団法人大阪市都市型産業振興センター
（大阪府大阪市）

垂直多関節ロボット、
双腕ロボット

3 総合ロボットテクニカルセンター開設
髙丸工業株式会社
（兵庫県西宮市）

垂直多関節ロボット、
双腕ロボット、
パラレルリンクロボット

4 目と脳を持った知能ロボットの導入支援センター開設
株式会社三次元メディア
（滋賀県草津市）

垂直多関節ロボット、直
角座標ロボット

C類型：ロボットシステムのモデル構築型

1 誰でも使える予防保全・保守機能付き精密機器組立ロボットシステムモデル
エイコー測器株式会社
（大阪府大阪市）

垂直多関節ロボット

2 グラインダ研削ロボットシステムモデル
東洋理機工業株式会社
（大阪府大阪市）

垂直多関節ロボット

3 多芯ケーブル端末加工ロボットシステムモデル
株式会社HCI
（大阪府泉大津市）

垂直多関節ロボット

4 高精度曲面貼付ロボットシステムモデル
株式会社サンテック
（兵庫県尼崎市）

垂直多関節ロボット

ロボット導入促進のためのシステムインテグレータ育成事業（近畿地域における採択一覧）



ロボットシステムインテグレータ（ロボットSIer）スキル標準
 ロボットシステムインテグレータ（ロボットSIer）に共通して求められるスキル項目を抽出し、それぞれ
の項目について能力の高さに応じたレベルを設定して一覧形式にまとめたもの。

 機械・電気・制御といったロボットエンジニアリング系の能力だけでなく、生産技術や営業技術、組織
体制など、多面的な観点からロボットSIerとして備えるべき能力を規定。

 スキル標準の策定にあたり、複数のロボットSIerが実務的な見地から議論を重ね、ロボット革命イニ
シアティブ協議会・ロボット利活用推進WGでの検討・承認を経て、第一版を制定。
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 組織体制（プロジェクト管理能力、秘密保持体制、アフターサービス対応能力…）

 営業技術（仕様書作成能力、契約書作成能力、コスト積算・提案能力…）

 生産技術（工程分析能力、生産プロセス提案能力、費用対効果分析能力…）

 安全対応（安全を考慮した現地調整能力、リスクアセスメント能力…）

 機械設計（ハンド設計対応能力、適切な駆動機器を使用した設計対応能力…）

 電気設計（制御盤設計対応能力、電気CAD使用能力、配線図設計技術…）

 ロボット制御（制御プログラム対応能力、ティーチング対応能力、対応可能メーカー数…）

 画像処理（文字認識対応能力、外観・画像検査対応能力…）

 システム制御（ネットワーク技術、ミドルウェア・情報連携（IoT）対応能力…）

 電気配線（動力系配線対応能力、LAN工事対応能力、制御盤製作対応能力…）

 機械組立（配管対応能力、組立精度評価能力…）

 品質保証（図面レビジョン管理能力、プログラムバージョン管理能力…）

スキル標準で規定する技術区分
 ロボットSIerとしての能力
（スキル構成）を見える化
できる診断ツール。

 能力的に秀でている分野と
不足している分野を可視化
することで、具体的な対応
方針の検討が可能に。

Ａ技術

Ｂ技術

Ｃ技術

Ｄ技術



 ユーザーとシステムインテグレータをつなぐマッチングサイトを開設。
また、様々な分野でのロボット活用事例や、システムインテグレータの検索が行えるコンテンツを整備。

④「ロボット活用ナビ」（http://www.robo-navi.com/）

ロボット導入動画
ロボット導入実証事業で採択された案件の導入現場の映像を紹介

ロボットシステムインテグレータ検索
地域、実施業務、得意分野といった条件で検索が可能

サイトトップページ
検索コンテンツのほか、ロボットを導入した企業インタビューなども掲載

SIer実施業務
調査や設計、工事、教育、
保守点検など、依頼したい業
務内容が実施できるシステム
インテグレータを指定

得意分野
ものづくりやサービスのほか、
農林水産、インフラ、介護・
医療といった幅広い分野から
作業工程や業種、現場など
を指定
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競技会

展示会

シンポジウムなど

名称 日程 開催地
World Robot Summit 2018 （プレ大会）

※Japan Robot Weekと同時開催
2018年10月17日～21日 東京ビッグサイト

World Robot Summit 2020 （本大会）
※ロボカップアジアパシフィック大会/Japan Robot Weekと同時開催予定

2020年10月上旬 愛知県国際展示場

2020年8月中旬 福島ロボットテストフィールド

カテゴリー 種目
ものづくり 製品組立チャレンジ

サービス

パートナーロボットチャレンジ リアルスペース
（家庭内の各種作業支援チャレンジ）
※プラットフォームロボット：公募の上、トヨタ自動車株式会社のHSRに決定

パートナーロボットチャレンジ バーチャルスペース
（家庭内の各種作業支援チャレンジ）
※プラットフォームロボット：公募の上、トヨタ自動車株式会社のHSRに決定

フューチャーコンビニエンスストアチャレンジ
（店舗における各種業務の自動化チャレンジ）

インフラ・
災害対応

プラント災害予防チャレンジ ※本大会は福島にて開催

トンネル事故災害対応・復旧チャレンジ
※本大会は福島にて開催、

災害対応標準性能評価チャレンジ

ジュニア
スクールロボットチャレンジ
※プラットフォームロボット：

公募の上、ソフトバンクグループ株式会社のPepperに決定

ホームロボットチャレンジ

イメージ

Robotics for Happiness
人間とロボットが共存し共働する世界の実現へ

メッセージ

http://worldrobotsummit.org/
https://www.facebook.com/worldrobotsummit/

World Robot Challenge

World Robot Expo

経済産業省（METI）
新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

主催

World Robot Summitは、人間とロボットが共生し協働する世界の実現を念頭に、
世界のロボットの叡智を集めて開催する競演会です。WRSでは、ロボットの競技会と、

最新のロボット技術の展示を介して、世界中のロボット関係者が一堂に集まり、リアルな日々の生活、
社会、産業分野でのロボットの社会実装と研究開発を加速させることを目的とします。

2121

⑤ World Robot Summit
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Ⅱ. 経済産業省の主な関連施策について

（２）IoT関連
1. 「産業データ共有事業の認定制度」の創設
2. データの不正取得等に対する救済措置の創設

‐不正競争防止法（平成30年改正）‐
３．ＩoＴ投資の抜本強化（コネクテッド・インダストリーズ税制の創設）
４．AI・データの利用に関する契約ガイドライン
5. 産業データ活用促進事業（平成29年度補正予算事業)
６．AIシステム共同開発支援事業
7. スタートアップファクトリー構築支援事業



革新的データ産業活用計画
〔データ連携事業〕

 IoTの進展により流通量が爆発的に増えているデータについて、産業における競争力強化や社会課題解決に向
けた利活用を促進するため、協調領域におけるデータの収集・活用等を行う民間事業者の取組を、セキュリティ
確保等を要件として主務大臣が認定し支援。2018年5月16日成立、6月6日施行。

特定革新的データ産業活用
〔データ共有事業〕

→ 協調領域におけるデータの共有を
行う事業者を支援
［想定主体：共同出資会社、業界団体 等］

：認定革新的データ産業活用事業者が、専門機関
による調査の上で、一定水準の情報の安全管理が
されえていることについて確認を受ける

→  データの収集･活用を行う事業者を
広く支援

事業者は、「革新的データ産業活用計画」を
主務大臣に提出し、認定を受ける

民間のデータ保有者データ利活用者
データ提供

他の事業者・事業所

データ連携
IoT投資（設備投資）
に対する減税措置

【ｺﾈｸﾃｯﾄﾞ･ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ税制】

金融上の支援
【中小機構による債務保証、

中小企業信用保険の特例】

主務大臣を経由し、国の機関等が
保有するデータを提供する手続を創設

〈支援等〉

※生産性向上等一定の要件を満たす
設備投資を行った事業者

主務大臣※が計画認定
※事業所管・総務・経産

保有個人データを用いる場合
又はオプトアウトで第三者提
供する場合は、個人情報保護
委員会に事前協議。

主
務
大
臣

事
業
者

支援
計画の申請

計画認定に加えて、一定水準の
情報の安全管理について確認

主務大臣が確認

主
務
大
臣

確認の申請

データ提供の求め

関
係
行
政
機
関

独
法
等

要請

情
報
処
理
推
進
機
構

調
査
支
援

事
業
者

データ提供

要請

公的データの提供要請
制度の創設

１．「産業データ共有事業の認定制度」の創設
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『限定提供データ』のイメージ

データ提供事業者

限定提供
データ

機械データ

気象データ

部素材等の
データ

ＩＤ･パスワード

暗号化

専用回線 差止め

複製･提供が容易
→ 被害の拡大が急速

→ 未然の防止、救済が必要

分析・管理 提供収集

ID・パスワードなどの技術的な管理を施して提供されるデータ【限定提供データ】を不正に取得・使用等する行為を、
新たに 『不正競争行為』 とし、これに対する差止請求権等の民事措置を創設する。

複数の企業間で提供・共有されることで、新たな事業の創出につながったり、サービスや製品の付加価値を高めるなど、
その利活用が期待されているデータを想定。

不正競争防止法は、事業者間の適正な競争を促進するため『不正競争行為』に対する救済措置として、民事
措置（差止請求権等）や刑事措置を定める法律。
今回、法律が改正され、 データの不正取得等に対する民事措置が創設。（5月23日成立）

地方自治体等
：社会インフラ管理

自動車メーカー
：自動走行用

自動走行車ユーザー
：地図（アップデート等）

収集・分析・加工

・道路形状計測データ
・車線情報データ
・構造物情報データ 等

利活用 新
た
な
価
値
の
創
出

ID/パスワード管理

暗号化

専用回線

【施行日】 公布(平成30年5月30日)から1年6ヵ月以内

三次元
高精度
地図データ

差止め

不正アクセス・詐欺
アクセス権がない者による
データの取得・使用・提供

差止め

不正データの
使用・提供

不正が介在したことを
知って使用・提供

横領・背任
同意なく使用・提供

２．データの不正取得等に対する救済措置の創設 ‐不正競争防止法（平成30年改正）‐
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対象設備 特別償却 税額控除
3%

（法人税額の15％を限度）

５％
（法人税額の20％を限度）

ソフトウェア
器具備品
機械装置

30%

３．ＩoＴ投資の抜本強化（コネクテッド・インダストリーズ税制の創設）
（所得税・法人税・法人住民税・事業税）

【計画認定の要件】
①データ連携・利活用の内容
・社外データやこれまで取得したことのないデータ
を社内データと連携
・企業の競争力における重要データをグループ
企業間や事業所間で連携

②セキュリティ面
必要なセキュリティ対策が講じられていることを
セキュリティの専門家(登録セキスペ等)が担保
③生産性向上目標
投資年度から一定期間において、以下のいずれ
も達成見込みがあること
・労働生産性：年平均伸率２％以上
・投資利益率：年平均15％以上

 認定された事業計画に基づいて行う設備投資に
ついて、以下の措置を講じる。

【対象設備の例】
データ収集機器（センサー等）、データ分析により自動化する
ロボット・工作機械、データ連携・分析に必要なシステム（サーバ、
ＡＩ、ソフトウェア等）、サイバーセキュリティ対策製品 等

※

 一定のサイバーセキュリティ対策が講じられたデータ連携・利活用により、生産性を向上させる取組について、
それに必要となるシステムや、センサー・ロボット等の導入に対して、特別償却30％又は税額控除3％（賃
上げを伴う場合は5％）を措置。

 事業者は当該取組内容に関する事業計画を作成し、主務大臣が認定。認定計画に含まれる設備に対して、
税制措置を適用（適用期限は、平成32年度末まで）。

最低投資合計額：5,000万円
※ 計画の認定に加え、継続雇用者給与等支給額の対前年度増加率≧３％を満たした場合。

課税の特例の内容
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４．AI・データの利用に関する契約ガイドライン
 旧ガイドラインに寄せられた意見等を踏まえ、データの取引に係る類型・分野毎のユース
ケースを大幅に拡充するとともに、AIの開発・利用に係る契約モデル等を新たに整備。

データの利用権限に関する
契約ガイドライン

ver.1.0（H29.5）
「データ創出型」契約

新たにデータを取得するところから行う類型

「データ提供型」契約
保有するデータを相手方に提供する類型

「データ共用型」契約
プラットフォームを利用したデータの共用を行う類型

旧データ契約ガイドライン

新契約ガイドライン
「AI・データの利用に関する契約ガイドライン」

「ＡＩ開発」契約
AIの技術特性や開発方式から丁寧に解説

「ＡＩ利用」契約

＜改訂のポイント＞
 AI開発・利用に関する契約実務を新たに追加
 契約の幅広いオプションやモデル条項を例示
 具体的なユースケースを多数盛り込み
（旧GLでは２事例⇒新GLでは10事例）

 海外のデータ移転規制（中国サイバー法、欧
州GDPR）など国際取引への対応も記載

追加

拡充
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５．産業データ活用促進事業（平成29年度補正予算事業）
 生産性革命新法においてデータ共有認定制度の創設が予定されているところ、Connected Industries重点5分野の協調領域における事業者等

が保有するデータのさらなる活用（共有・共用）のため、その基盤となるシステムの構築や実証運用、システム構築に向けたデー
タ標準・互換性、API連携等の検証調査を幅広く補助。

27

予算額：18億円 （ 定額補助、数千万円～最大3億円、約20件）

○支援条件のイメージ
• Connected Industries重要5分野を中心とした広範な事業領域を想定。
• 複数企業間でのデータ収集・活用（共有・共用）に向けた取組。

※対象データは産業データに限らない。事業者等が保有するあらゆるデータの収集・活用に関する取組が対象
※収集、蓄積、解析等したデータの取り扱い条件は個別の事業毎に設定可能。無条件での公開等を求めるものではない。

• 特定のベンダーやメーカー等に限られない、様々な IoT機器等からのデータ収集・利活用を見通した取組。
• 加点要素として、以下を検討中。

 国内の他の共有基盤や諸外国の共有基盤との連携等、今後の拡張性が高い取組。
 データ解析等における最先端のAI技術の利活用等、先進的な取組。
 データ共有認定制度（生産性革命新法）における認定を目指した取組。

⇒上記の要件を有する者のデータ標準・互換性、API連携、あるいはデータ共有・共用に向けた基盤構築を検証するFS調査を補助。

補助対象事業

業界内

原
材
料

仕
入
れ

製
造 卸 小

売

サプライチェーン

川上から川下までデータ活用

業界標準検討会議

A社 B社 C社

業界内でのデータ標準化や活用

調査研究事業 システム構築・実証事業

利用者、対象データ、サービスの拡張性

A社 B社 C社

DB

マーケットプレイス

マッチング型

※システム構築や実証事業の前段階である業界内での
データ標準化やAPI連携に向けた検討調査を主目的
とする事業も対象。

※データ活用（共有・共用）実現に向けたシステム開発・運用事業を支援。データ活用を目的とした事業であれば、
実装方法や事業運営スキーム等は問わない。

システム構築イメージ

B社A社 C社

DB

利用者、対象データ、サービスの拡張性

シェア型（中央管理）

A社

B社

C社
バリューチェーン
関連データ

利用者、対象データ、サービスの拡張性

バリューチェーン型

A社

B社

C社

D社

E社

F社

シェア型（分散管理）
各社共通の目的下でデータを共有 各社のDBから必要なデータのみ共有各社が設定する条件の下データを公開 工程の自動化、効率化等の目的でデータを共有

○スケジュール：一次公募では、平成30年2月8日から2月28日まで公募を行い、13事業者を採択（6月1日公表）。
二次公募では、平成30年6月1日から6月14日まで公募を行い、12事業者を採択（7月18日公表）。
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【参考】産業データ共有促進事業 １次公募採択者⼀覧（13件）
幹事社名 (共同申請者・コンソーシアム事業者) 事業概要
公益社団法人 関西経済連合会
(国立循環器病研究センター、田辺三菱製薬、
日本ユニシス)

健康・医療等のパーソナルデータを自組織内で解析、結果を統計データ化し集約（仮想統合）することで
ビッグデータ化、それを用いた新商品・サービス創出の可能性を検証、あわせて、プラットフォーム化の可能性
を検証する。

国立がん研究センター
(ファインデックス、デジタルデータソリューション)

病院内部の患者情報や診療データ、紹介元・紹介先及び患者や家族の診療外データ等を患者同意のもと
に収集し一元的に管理する環境を構築する。収集したデータを共有し、産業創出につなげる。

さくらインターネット株式会社 JAXA保有衛星データと欧州宇宙機関等の海外データとの連携・共有可能性の調査及び国内地上空間
データ統合API等の開発事業。共通基盤としての衛星データ及びAPIの環境整備を行う。

株式会社ＪＴＢ
(エブリセンスジャパン株式会社)

宿泊ビッグデータを保有する観光予報プラットフォームを基本にし、観光に関する多様なデータを継続的に蓄
積する仕組みを構築する検証事業。

学校法人 慈恵大学
(株式会社アルム)

医療機関等からの医療情報とヘルスケアデバイスのデータを個人同意の上で多面的なPHRとして統合し、二
次利用を行うことでサービス改善や新規サービス創出を推進する。

株式会社シップデータセンター 運航データの収集・蓄積等、船舶に関わるデータ基盤を構築、一元管理することで利活用が促進される環
境を整備、産業界全体におけるビックデータの活用機会を最大化する。

一般財団法人 石油エネルギー技術センター 業界横断的に製油所の各種データや解析モデルをプラットフォーム上に共有し、製油所保安へ適応する。他
業界からも多くのデータを収集し、解析モデルの適用を検討する。

株式会社大学成績センター
(日本オープンオンライン教育推進協議会)

現在、一部企業の新卒採用場面の利用に限られている履修履歴データの利用を社会人でも継続可能とす
るDBとすることで、さらなる履修履歴データの共有・利活用を推進する。

ダイナミックマップ基盤株式会社
(株式会社スマートドライブ)

高精度3次元地図データの共有を行う事業効率的な地図メンテナンスや自動走行・安全運転支援システ
ムでの利活用に貢献する。

株式会社ちとせ研究所
(三井化学、味の素)

微生物等の培養に関する基礎データを収集、共有する事業。最適な培養条件を決定するAI分析等にて、
バイオ産業の生産性効率を目指す。

株式会社日本総合研究所
(慶應大、ウォーターセル株式会社)

自律多機能型農業ロボットの各種センサーやデバイス等を利用し、農作業、植物体、土壌、気象、市況等
のデータを収集・共有し、農業者、流通業者、メーカー等の連携や新サービス創出の基盤を構築。

日本電気株式会社
(中部電力、関西電力、アイホン株)

街頭カメラや車載カメラ等で収集した映像データを基盤上に管理・共有し、人流データ等から都市計画へ貢
献、また顔特徴データから宅配事業者他へ新サービス展開を図る。

横河ソリューションサービス株式会社
(Hmcomm、日本ゼオン株式会社)

パイプラインを含む生産プロセスラインで発生する音声を収集、AI解析を用いて、パイプの「つまり」を中心とし
たプロセス異常の予知・予兆把握に活用する。
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【参考】産業データ共有促進事業 ２次公募採択者⼀覧（12件）
幹事社名 (共同申請者・コンソーシアム事業者) 事業概要

一般社団法人 インダストリアル・バリューチェーン・
イニシアティブ
（DMG森精機、日立、ファナック、三菱電機）

製造業の生産現場に存在するデータを利活用するため、個々の製造プラットフォーム間をオープンで共通
的な枠組みでつなぐことを目的に、企業を超えた利活用、連携に向けた共通辞書の仕組みを構築する。

株式会社インテージテクノスフィア
（ジャパン・インフォレックス、ジーエフケー マーケ
ティングサービスジャパン、Payke）

消費流通業界におけるビックデータ活用に必須の「商品マスター」は様々なプレイヤーが構築・収集・整備
しているが、より効果的／効率的に活用するため、「商品マスター」を統合する仕組みを検討する。

SGシステム株式会社（国際大学） 車両運用効率の向上及び車両運行に関するデータ蓄積基盤構築を目的に、共有基盤構築及びモビリ
ティデータの仕様の標準モデル策定、利用に関する契約等ガイドラインの作成等を実施する。

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 多様な業界のデータ利活用者への水道業務データを共有を目的に、水道施設台帳データの共有データ
項目、データ提供者向けインターフェイス、データ利活用者向けのAPI等の仕様案の策定等を実施する。

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
（イノメディックス、エフエスユニマネジメント）

医療機器の物流データ、医療現場での消費データを一元化し、その情報を製造・流通・病院の各ステーク
ホルダーで共有し、インターフェースの標準設定及びプロトタイプ作成、登録情報の有用性検証を実施する。

一般財団法人 さっぽろ産業振興財団 各都市のオープンデータや民間データを市民や企業が活用できるプラットフォームの構築を目的に、札幌市
ICT活用プラットフォームの機能追加（1kmメッシュ単位での予測等）の構築と精度検証を実施する。

千代田化工建設株式会社
（JXTGエネルギー、コスモ石油）

プラント老朽化の進行や熟練の運転員・保全員の定年退職に伴う人員不足等、石油・化学プラントが抱
える共通課題の解決を目的に、個社のプラントデータを収集し、共有活用及びデータ分析・解析から得ら
れる運転・保全に関するベストプラクティスを提供する「保安高度化プラットフォーム」の実証を実施する。

東京電力フュエル＆パワー株式会社
（鹿島共同火力）

発電事業者及びデータ共有基盤利用者がプラントの運転データを利用できるように、パブリッククラウドによ
るシェア（中央管理）型のデータ共有システムを構築し、アプリケーション開発や環境整備を実施する。

株式会社日本総合研究所
（関西電力株式会社）

自動走行関連デバイスから収集する移動・走行・環境データを地域内外の企業に共有し、移動サービス
以外の付加価値創出を目的に、データ収集アプリ整備やデータ連携用API等の設計・開発等を実施する。

日本電気株式会社
（日本気象協会）

食品バリューチェーン上の企業間連携により需要を予測し、業務効率化、生産性向上を図るため、気象・
市場データ等を収集する「需要最適化プラットフォーム」構築に向けたデータ標準化ルール作りを実施する。

阪急阪神ホールディングス株式会社
（理化学研究所、OKEIOS）

企業・自治体・健診機関等が分散管理する個人のライフログデータを、個人の要請に基づきPDS
（Personal Data Store）に集約し、利活用できるデータ流通基盤を構築する。

ユニバーサルマテリアルズ インキュベーター株式会社
（化学品イー・データ開発）

個別の技術要素やデータベースに分散して存在する素材・化学産業の多種多様な技術及び周辺情報に
つき、事業・案件毎に分類、分析を加えることで、新事業情報として利活用を実施する。



６．AIシステム共同開発支援事業（平成29年度補正予算事業）
 データ流通量が爆発的に増大する中、リアルデータをもつ大手・中堅企業とAIベンチャーによるAIシステム開発
が国際的な競争力のカギ。AIシステム共同開発・本格導入までの事業費を補助。

AIシステム開発支援 【大企業との連携例】
・自動走行×AI
物体認識の精度向上
・物流倉庫×AI
小物ピッキング、倉庫の自動化
・製造ライン×AI
製品の品質検査、
設備の保安検査の効率化
・化学プラント×AI
プロセス制御の匠の技の伝承
・飲食店×AI
ロボットによる調理の自動化

大手・中堅企業
（大量のリアルデータ）

AIベンチャー
（最先端ソリューション）

AI活用の相談、データの提供

アイデア提供、プロトタイプ提供

×

コンセプト
検証

実証導入

本格導入

本
格
導
入
ま
で
支
援

予算額：24億円 （ 2/3定率補助、最大2億円、約10～20件）

○支援条件のイメージ
・ AIベンチャーと大手・中堅企業が組んで応募すること。応募主体はAIベンチャー企業。
 AIベンチャー：機械学習等の先端的なAI技術（ソフト、ハード問わず）と、その事業化能力を持っていること。
大手・中堅企業：Connected Industries重点5分野を想定。リアルデータ・実証及び導入フィールドが十分に提供できること。

• 加点要素として、以下を検討中。
エッジコンピューティング、ブロックチェーン等などの分散型の先端技術を取り入れた取組。
日本国内市場のみならず、グローバル市場を見据えた市場の広がりが大きい取組。
⇒上記の要件を有するAIベンチャーと大手・中堅企業の連携によるAIシステム共同開発・本格導入までの事業費を補助。

○スケジュール： 4月上旬に公募〆切。1次審査・2次審査を経て、7月11日に交付決定。
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AIシステム共同開発支援事業 採択者一覧

 平成30年7月11日、審査の結果、20事業者を採択
自動走行モビリティサービス分野

Kyoto Robotics株式会社 アスクル株式会社
マスタ登録及び教示登録不要のピースピッキン
グロボットの開発

GROUND株式会社 トラスコ中山株式会社
物流センター 在庫・リソース配置支援ソフトウ
エアの共同実証

株式会社ZMP １：慶應義塾大学SFC研究所
２：株式会社ローソン

AIを活用した安全確実な宅配ロボットシステム
の開発及び実証

株式会社MUJIN ソフトバンクロボティクス株式会社
産業用ロボットAIシステムによる全自動物流セ
ンターの共同開発

ものづくり・ロボティクス分野

アセントロボティクス株式会社 川崎重工業株式会社
物体認識、ロボット動作生成用AI教育環境の開
発

ブローダービズ株式会社 亀印製菓株式会社
食品工場でのカメラによる衛生・安全管理AIシ
ステムの開発

バイオ・素材分野

SyntheticGestalt株式会社
１：協和発酵バイオ株式会社、

２：キリンホールディングス株式会社３：横
河電機株式会社

バイオ研究開発を行うAIシステムの開発及び
事業化

KOTAIバイオテクノロジーズ株
式 会社

中外製薬株式会社
高スループット実験データに基づく抗体高機能
化ＡＩの開発

株式会社シナモン 昭和電工株式会社 AIを活用した技術文書活用システムの開発

シンクサイト株式会社 株式会社ヘリオス
機械学習駆動型 ラベルフリー細胞分析分離シ
ステムの研究開発
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AIシステム共同開発支援事業 採択者一覧
 平成30年7月11日、審査の結果、20事業者を採択

プラント・インフラ保安分野

株式会社グリッド 千代田化工建設株式会社
プラントにおける深層学習を用いた運転状態予
測及び最適化

株式会社自律制御システム研
究所

ＪＳＲ株式会社
ドローンとAIによるプラント設備の画像撮影と点
検判定の無人化

株式会社エイシング 株式会社デンソー
ドローン制御をAIで行うエッジデバイスの開発、
ＰＯＣ検証等

株式会社Liberaware 株式会社四門
AIドローンを用いたインフラメンテナンス関連
サービス創出事業

スマートライフ分野

株式会社レトリバ
株式会社スカパー・カスタマーリレー ション
ズ

コールセンター向け統合ＡＩシステム開発

株式会社PKSHA Technology サントリーホールディングス株式会 社
消費者インサイトを用いた次世代店舗インター
フェイスの開発

ファッションポケット株式会社 株式会社ユナイテッドアローズ
画像に関するAI技術を用いたファッションEコ
マースや店舗省 人化の取り組み

株式会社リノシス 株式会社モスフードサービス 飲食店におけるおもてなしのシステム化

Hmcomm株式会社 綜合警備保障株式会社
異音検知プラットフォームの活用による防犯シ
ステムの高度化

株式会社プレシジョン 学校法人自治医科大学
AIを用いた地域医療現場における臨床支援シ
ステムの開発
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7. スタートアップファクトリー構築支援事業

 ソフトとハードの融合が進み、新製品を素早く開発、市場投入してデータ収集するニーズが高ま
る中、深圳等の存在感がグローバルで高まっている。我が国としても、量産化設計・試作を行う
場をハブにして、企画から量産までのハードウェア製造プロセス全体をサポートする者を補助。
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予算額：30億円 （ 1/2定率補助）

○支援条件のイメージ
• ①プロトタイプ、②量産化設計・試作（3D印刷、切断、回路実装、計測器等）の所有を検討する者が対象。
• 外部の機能と連携しながら、その後の量産、市場投入まで支援する計画を有すること。
• 継続的な実施計画（5年を想定）を有すること。
⇒上記の要件を有する者による設備購入及び内装整備のイニシャルコスト並びに利用者への教育プログラムの開発費を補助。

○日本のハードウェア製造プロセスにおける課題：量産化の壁

企画・開発

プロトタイプ
（1~10個）

量産化試作

量産開始
（1万個～）

量産効率化

壁

壁

特に、設備・ノウハウの不足が課題。

１．要求仕様の設計機能
…最終的に「どのようなものを作るか」
（実現すべき機能、性能、業界規格への対応、
担保すべき品質、許容コスト、価格設定等）

２．製品構造の設計機能
…仕様を満たす製品を「どのように作るか」
（デザイン、電気回路、メカ構造、組込ソフトウエア、
UI/アプリケーション、通信、サーバーサイド、梱包等）

３．生産工程の設計機能
…設計した製品を「どうやって作るか」
（部品調達計画、工程設計、治具の設計、製作、
品質評価、信頼性試験、検査仕様、安全性評価、
法令順守等）

量産試作に必要な機能を提供する場（ハブ）

ハイレベルな
量産化試作
の設備 アクセラレーター

プログラム

技術的
アドバイザー

ハードウェア製造プロセスを
サポートする者と連携（ネットワーク）

グローバルに通用する量産化設計・試作を担う事業者
（電子基盤、アルミ加工等、専門特化も含む）

○量産化設計・試作の場を中心としたプロセスを一体的に提供

連携・ネットワーク化
（外部の機能も積極的に活用）

こ
う
し
た
機
能
を
提
供
す
る
者
が
行
う

設
備
購
入
や
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発
な
ど

の
イ
ニ
シ
ャ
ル
コ
ス
ト
を
補
助
。国内の生産工場（地域の工場ネットワーク等）

その他の支援者（VC・投資家）



34

スタートアップファクトリー構築支援事業（抜粋）

地方独立行政法人 青森県産業技術センター 青森県

株式会社コイワイ 宮城県

株式会社Co-LABO MAKER 宮城県

パナソニック株式会社 宮城県

セーレン株式会社、鯖江精機株式会社、春江電子株式会社、山田
技研株式会社、福井県

福井県

学校法人瓜生山学園 京都造形芸術大学、株式会社クロステッ
ク・マネジメント

京都府

JOHNAN株式会社 京都府

株式会社Darma Tech Labs 京都府

HILLTOP株式会社 京都府

株式会社グローカリンク、株式会社リバネス、株式会社浜野製作
所、成光精密株式会社、株式会社木幡計器製作所*

東京都、大阪府

株式会社Jennifer、FabFoundry合同会社* 東京都、大阪府

シャープ株式会社 奈良県

国立大学法人 九州工業大学 福岡県

株式会社三松 福岡県

タカハ機工株式会社 福岡県

株式会社Braveridge 福岡県

Startup Factory Kyushu

Startup Factory Tohoku

Startup Factory Kansai

*複数企業によるコンソーシアムとして、地域をまたがっての申請
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Ⅲ. 平成31年度概算要求の概要



日本は３つの大きな変化の連鎖に直面している。
一つ、グローバルな政治・経済の状況変化。国家間、企業間だけでなく、個人のレベルでもグローバル競争が激化し、格差拡大の一因になっている。地域間で
も、グローバル経済とつながる大都市への雇用・人口の集中が顕在化している。こうした競争激化を一つの背景とし、保護貿易主義や国家資本主義が台頭し、
国家間対立を招いている。
二つ、第四次産業革命の進展による産業構造の急激な変化。AI/IoT/ロボットの技術進展は、データを付加価値の源泉に押し上げた。シェアリングビジネス、
プラットフォーム型ビジネスなどの発展、IT 企業のものづくりへの進出など、グローバルに、産業の壁を越えた競争を生み出している。一方で、データ流通の国際
ルールは整っておらず、各国で競争環境に差異が生じるなど、新たな課題も生じている。
三つ、少子高齢化や人生 100 年時代の到来による社会システムの揺らぎ。教育、仕事、老後、という単線型の人生モデルと、それを支えてきた教育・社会
保障制度は限界を迎えつつある。
こうした変化の連鎖を乗り越え、日本全体の活力を向上させるためには、これまで以上に産業・通商・地域政策を一体的に推進していく必要がある。①データ
を核としたオープンイノベーション、②新たな「ルールベース」の通商戦略、③地域・中小企業の新たな発展モデルの構築を３本柱とし、それを支えるエネルギー・環
境政策や、教育・社会保障を支える民間ビジネスの活性化、福島復興や大規模災害への対応を進めていく。

平成31年度 経済産業政策の重点

福島復興の加速 ／ 大規模災害への対応

第四の柱：エネルギー転換等を通じた環境と成長の好循環 第五の柱：成長の分配を包括した新たな経済社会システム

第二の柱：新たな「ルールベース」の通称戦略 第三の柱：地域・中小企業の新たな発展モデルの構築

第一の柱：データを核としたオープンイノベーションの推進によるSociety5.0の実現
Connected Industries推進と、第四次産業革命に対応した新たな経済社会システムの構築

商業・通商・地域政策の一体的な推進

・グリーン成長戦略の実現 ・強靭なエネルギー供給構造の構築 ・産業人材育成・活用（EdTech ,リカレント等） ・社会保障を支える民間ビジネス

・市場歪曲的措置、保護主義的措置への対抗（三極大臣会合、WTO等活用）
・包摂的な経済成長に資する多角的な通商関係の構築

・地域の稼ぐ力の強化・インバウンド強化
・中小企業等の担い手確保

・中小企業等の生産性向上・働き方改革
・取引適正化等

１．個別戦略分野におけるイノベーションの推進
・Connected Industriesの推進
・キャッシュレスの推進による消費データの活用
・先端分野における製造技術・データの活用

2．イノベーションを生みだす産業構造の強化
・J-Startupを中心としたスタートアップエコシステム強化
・AI実装/研究開発/人材育成・活用 ・サイバーセキュリティや産業安全保障の向上
・プラットフォーム型ビジネスに関するルール整備 ・官民のデジタルトランスフォーメーション
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１．個別戦略分野におけるイノベーションの推進
（１）Connected Industriesの推進
 重点５分野（自動走行、ものづくり/ロボット、バイオ/素材、スマート保安、スマートライフ）を中心に、データ
共有等を通じた協調領域拡大や、AIベンチャー等と連携したデータ活用・サービス開発を支援

 各分野でのデータ活用のために必要となる人材育成をカリキュラム策定等を通じて支援
 WEF第四次産業革命日本センターと連携し、規制のサンドボックス制度も活用しつつ、AIやブロックチェーン、
モビリティサービス、ヘルスケアなどの分野で先進的なサービス・制度の構築を推進

 投資機能を強化した産業革新投資機構を通じ、国内外に機動的に投資することで、次世代の産業を創造

（２）キャッシュレスの推進による消費データの活用
 中小企業・小規模事業者のキャッシュレス対応を可能とする決済端末導入等の支援や決済に活用するQR
コードの標準化により、キャッシュレス比率を向上

（３）高度な製造技術とデータの融合による、ユーザーニーズを踏まえた新製品・サービスの創出
 空飛ぶクルマの実現に向け、技術開発・制度整備等のロードマップ（年内目途策定）に基づく取組を推進。
宇宙ビジネス拡大のため、小型ロケットの開発や、政府衛星データを活用したサービスの開発支援

第一の柱：データを核としたオープンイノベーションの推進によるSociety5.0の実現

２．イノベーションを生み出す産業基盤の強化
（１）J-Startupを中心としたスタートアップエコシステムの強化
 有望なベンチャーの引き上げのため、海外のスタートアップイベントへの出展支援や現地ネットワークとのマッチング
 ベンチャービジネスの事業化・成長の促進のため、ベンチャーと大企業の共同研究を推進。研究開発型ベン
チャーによる技術実用化に対し、VCの出資と合わせた支援を実施。ベンチャーの試作・量産化を支援

 ベンチャーの担い手の拡大のため、ユニコーンベンチャー輩出につながる人材育成・技術シーズの発掘 37



第一の柱：データを核としたオープンイノベーションの推進によるSociety5.0の実現
２．イノベーションを生み出す産業基盤の強化
（２）AIの実装とそれを支える研究開発/人材育成・活用
 日本のものづくりの強みを活かしたAIや、量子コンピュータなどの次世代コンピュータの関連技術の研究開発
 第四次産業革命スキル習得講座の活用や、ITパスポート試験の抜本改訂により、IT・AIのリカレント教育を強化
 ヘルスケア、教育、金融等におけるAI活用の推進

（３）サイバーセキュリティや産業安全保障の向上
 サプライチェーンを構成する企業群やユーザー全体でサイバーセキュリティを確保するための指針策定や、保険会社・
ベンダーと連携した中小企業のトラブル対応の支援人材プールの構築、米・イスラエルとの連携による人材育成

 産業安全保障の観点から、新興技術を含めた重要技術の情報収集・分析体制や外国政府との連携を強化
 重要技術の流出防止のためのリバースエンジニアリング対策技術等の評価・試験や、中小企業・大学等に対する
適切な技術管理の普及・啓発

（４）プラットフォーム（PF）型ビジネスに関するルール整備
 巨大IT企業によるPF型ビジネスの登場等の環境変化を踏まえ、イノベーションと事業者の社会的責任・利用者の
公正性の両立のため、制度見直しや取引環境整備に向けた基本原則等を整理

（５）官民のデジタルトランスフォーメーション（DX）
 デジタルガバメント構築に向け、事業者が補助金申請や法令手続等、様々な行政手続を1つのIDで行える「法人
共通認証基盤」や、補助金申請から事業完了後の精算まで、手続がすべてオンラインで完結するシステムを構築

 老朽化や累次の改修で複雑化した民間ITシステムの刷新に向け、社内のDX推進体制や実行プロセス、ITシステ
ムの構造の「見える化」の指標・診断スキームを構築
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Ⅳ. 近畿地域における取り組みについて



１．ビジネス創出支援
★「関西ものづくりIoT推進連絡会議」における各種展示会やセミナー等のイベントや
ビジネスマッチング、人材育成等への支援等によるIoT関連ビジネスの創出に向けた協力。
★「ICTイノベーション創出チャレンジプログラム」などの活用等での協力
２．自治体のIoT関連事業の創出支援
★「近畿地域IoT実装推進連絡会」における地域IoT官民ネット“横の糸”に参加する自治
体等の課題解決に向けて、産学官が連携して行うIoT実装の実証成果の横展開や課題の
把握、解決に向けた取組への協力。
★関西の地方版IoT推進ラボにおける各自治体の取組について、課題把握やその
解決のためのビジネスマッチングや補助事業等の活用支援、実証等を通じたモデル
ケースの形成に向けた支援での協力。

３．サイバーセキュリティ対策の向上に向けた取組
★中堅・中小企業の経営層やセキュリティー担当者向けにサイバーセキュリティ対策の
ためのセミナーをIPAやNICT等の関係機関と連携しながら、シリーズで実施。

４．施策有効活用の促進
★国の施策についての情報の共有や周知、有効な活用方策の検討等のための協力を行う。

近畿総合通信局と近畿経済産業局との連携事業について
 近畿地域における、IoT実装、ICT利活用、サイバーセキュリティ対策の向上などの課題について、両局が協力しながら取り組む。
 具体的には、相互協力合意書に基づき、次のような事項を予定。
 今後、その他の取組課題も含め、両局が連携しながら、課題解決に向けて積極的に取り組む。

注：平成29年10月26日に両局課長級による「連携促進チーム」を発足し、以来連携事業について検討を重ねてきたが、今般、下記の取組内容について両者の合意に至った。
なお、連携内容については、管内のニーズに基づき、連携促進チームにおいて、随時追加修正していく。
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関西におけるＩoＴの推進
 中小企業向けＩｏＴ導入の支援が求められているため、関西スマートものづくり応援隊を育成し、
関西ものづくりＩｏＴ推進連絡会議のメンバーと連携しつつ、現場派遣を実施。

41地域経済部 次世代産業・情報政策課 ０６－６９６６－６００８

中小製造業がＩｏＴ導入について相談できる「スマートものづくり応援隊」拠点を整備。スクールでの研
修で、現場カイゼンノウハウ等を企業ＯＢ等が受講し「スマートものづくり応援隊」として養成。現場にはＩ
Ｔ、ＩｏＴベンダとチームを組成し派遣。こうした活動の成果をユースケースの構築に繋げる。近畿管内
では大阪商工会議所、大阪府産業支援型ＮＰＯ協議会及び新産業創造研究機構が実施。

関西スマートものづくり応援隊

スクールでの研修
生産技術に

秀でた企業ＯＢ

IoT・ロボット等に知
見ある人材

＋ 現場カイゼン
ノウハウ

IoT・ロボット導
入ノウハウ＋ 関西スマートものづくり応援隊

（ＩｏＴ導入支援専門集団）

中小企業

ＩＴベンダ 〇拠点で相談受付
〇企業でのカイゼン活動
〇IoT・ロボット導入支援
〇ユースケースの形成

協力
派遣



 関西のIT関連団体、電機計測器関連団体、電子機器・電子部品関連団体などが集まり、昨年
8 月に本連絡会議を設立。IoT によるソリューション創出支援、中小企業向けIoT 導入支援、高
度人材育成支援を実施（予定）。

 全体会合に加え、目的に応じたWG 活動によりIoT の推進を連携して取り組む。
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関西ものづくりIoT推進連絡会議

参加機関（現在以下の18団体）
(特非) ITC 近畿会、 (一財) 関西情報センター（KIIS）、 (一社) KEC関西電子工業振興センター（KEC）、 関西電子情報産業協同組合（KEIS）、 京都コ
ンピュータシステム事業協同組合（KCA）、 京都制御システム工場（KCSF）、 (一社) 組込みシステム技術協会（JASA）近畿支部、 組込みシステム産業振興
機構（ESIP）、 (一社) コンピュータソフトウェア協会（CSAJ）地域IoT推進委員会、 (一社) 情報サービス産業協会（JISA）関西地区会、 ソフトプラザ21大阪
協同組合（SP21）、 (一社) 日本電気計測器工業会（JEMIMA）関西支部、 (一社) 電子情報技術産業協会（JEITA）関西支部、 (特非) 日本情報技術
取引所（JIET）関西支部、 (特非）日本情報サービスイノベーションパートナー協会関西支部（JASIPA）、 ハイテクノロジー・ソフトウェア開発協同組合（HISCO）
関西支部、 (一社) Rubyビジネス推進協議会、 (一社) 和歌山情報サービス産業協会（WAKASA）

① 「計測展2018 OSAKA」等の大規模展示会での共同出展やビジネ
スマッチング

② 関西におけるConnected Industries の未来像に係るアイデアソン
を通じた交流促進及びイノベーティブな発想が出来る人材の育成支
援の実施（“関西コネクソン”）

当面の主な取組（予定含む）

③ ソリューション創出のための、 IT関連団体とものづくり関連団体とのマッチング



関西サイバーセキュリティ・ネットワーク

 関西のサイバーセキュリティ人材発掘・育成及び裾野拡大に関心を有する産学官等が、各主体の活動を尊重
しつつ、必要に応じて相互に協力する、関西ならではの持続可能な協力体制を構築する。

 サイバーセキュリティ人材に求められる資質として重要となる素養について、各機関の既存の取組で十分カ
バーできていない領域については、新たに学習・研究できる機会を提供する。また、サイバーセキュリティ分野
の学びを行う人材をエンカレッジし、企業内及び社会においてより重要性が認知されるよう取組を行う。

 人材育成される側と人材受入れ側のコミュニケーションを促進する観点から、サイバーセキュリティ人材（社会
人、学生含む）間、及び、セキュリティ分野の人材育成・確保に関心の高い企業との情報交流を促進する。
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学
（大学等）

産
（業界・企業）

官
（国・自治体）

個
（コミュニティ）

関西サイバーセキュリティ・ネットワーク
共同事務局（近畿経済産業局、近畿総合通信局、KIIS）

【協力機関】

②サイバーセキュリティ人材の発掘・育成及び裾野拡大、交流の促進

①取組を実施する主体の相互協力の促進

③サイバーセキュリティ
に関する情報発信・
交換及び機運醸成

【企業担当者向け（初級）】
サイバーセキュリティ・リレー講座

サイバーセキュリティ人材
の産学交流イベント

企業経営者層向け
セミナー・イベント

目的：関西におけるサイバーセキュリティの重要性についての認識の醸成及び情報交換の活性化を
図るとともに、サイバーセキュリティの向上に資する人材の発掘・育成の円滑化を進める。
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カテゴリ 主な機関等
産 業界団体・

経済団体
関西経済連合会、関西経済同友会、大阪商工会議所、神戸商工会議所、京都商工会議所、
関西ものづくりIoT推進連絡会議関係団体（18団体：IT・電気計測器・電子電機・電子部品）、
近畿情報通信協議会、日本ネットワークセキュリティ協会（JNSA）西日本支部、ISACA（情報システ
ムコントロール協会）大阪支部

セキュリティベンダー 神戸デジタル・ラボ、ファイア・アイ、ラック
情報通信企業 NTT西日本、オージス総研、NEC、富士通、日立製作所、さくらインターネット
ユーザー企業 パナソニック、関西電力、大阪ガス、ダイキン工業、毎日放送、朝日放送テレビ、読売テレビ放送

学 大学・大学院 神戸大学、兵庫県立大学、和歌山大学、大阪経済大学、立命館大学情報理工学部上原研究室、
奈良先端科学技術大学院大学サイバーレジリエンス構成学研究室

研究機関 産業技術総合研究所（AIST）、情報通信研究機構（NICT）
官 国関係機関 内閣官房内閣サイバーセキュリティセンター（NISC）、情報処理推進機構（IPA）

自治体 大阪府、大阪市
個 セキュリティコミュニティ 総関西サイバーセキュリティLT大会、OWASP Kansai、tktkセキュリティ勉強会

（順不同）現在40機関

関西サイバーセキュリティ・ネットワーク体制（発足時）

【協力機関】 ※以下の機関等はあくまで発足時であり、順次拡大を想定。

【共同事務局】 近畿経済産業局、近畿総合通信局、一般財団法人関西情報センター（KIIS）
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（３）企業経営者層向けセミナー・イベント
●日時：11月以降 ※サイバーセキュリティ月間（2/1～3/18）も念頭
●内容： ①大企業経営者向け、中小企業経営者向けセミナーやイベントコラボ（経済団体・業界団体との連携）

②サイバーセキュリティ人材をテーマとした、企業経営者層との対話企画等

（１）関西サイバーセキュリティ・ネットワーク キックオフフォーラム

●日時：11月12日（月）13:30～17:00
●会場：グランフロント大阪 タワーC8階会議室（C03+C04）
●参加者数：200名程度（想定）
●内容： ※講演テーマは予定
○主催者挨拶 森 清（近畿経済産業局長）
○基調講演 大橋 秀行（近畿総合通信局長）
○特別講演
・伊東 寛（ファイア・アイ CTO、前経済産業省サイバーセキュリティ・情報

化審議官、元陸上自衛隊システム防護隊隊長）
○パネルディスカッション
「サイバーセキュリティの普及と人材の発掘・育成について」
・（コーディネータ）森井 昌克（神戸大学大学院 教授）
・（パネラー）
【学】上原 哲太郎（立命館大学 教授）

申 吉浩（兵庫県立大学大学院 教授）
【産】黒田 吉広（西日本電信電話株式会社 代表取締役副社長）

吉村 宏之（パナソニック株式会社 製品セキュリティセンター 製
品セキュリティ行政部 部長）

【官】奥山 剛（近畿経済産業局 地域経済部長、元内閣サイバーセ
キュリティセンター参事官）

○閉会挨拶 森下 俊三（一般財団法人関西情報センター会長）
○交流会（17:30～）

（２）【企業担当者向け(初級)】サイバーセキュリティ・リレー講座

●日時：11下旬～1月下旬 16:30～18:00（予定）
●会場：KIIS会議室
●参加者数：40名程度（想定）
●対象者：企業でサイバーセキュリティを担当する者（初級者）
●内容： ※講演テーマは予定
「サイバーセキュリティの専門性を高めるにあたっての心得」
① 11/29 【申先生】AIとサイバーセキュリティ
② 12/3 【上原先生】フォレンジック技術
③ 12/5   【五十部先生】暗号技術に基づくサイバーセキュリティ
④ 12/21 【川橋先生】ネットワーク運用とそのセキュリティ対策
⑤ 1/10   【森室長】サイバーフィジカルシステムにおけるセキュリティ
⑥ 1/22   【金子先生】サイバーセキュリティマネジメント
⑦ 1/28   【森井先生】無線LAN及びLPWAにおけるセキュリティ

（又はマルウェア（コンピュータウィルス）総論）及び総括

○受講修了証：
原則全講義に参加し、一定水準以上の理解が認められる場合
（各回の講義後に簡単なテストを出題し理解度を確認）、関西
サイバーセキュリティ・ネットワーク事務局から受講修了証を授与
（自主認証）し、希望者については事務局機関HP等に所属・
氏名等を掲示する。

平成30年度 取組内容（予定）



事務局：近畿経済産業局

■大学
○立命館大学 川村教授
○大阪工業大学 本田教授
○大阪大学大学院 原田教授

■Sler（※五十音順）
○株式会社HCI
○髙丸工業株式会社
○東洋理機工業株式会社
○株式会社ブリッジ・ソリューション

■ロボットメーカー
（※五十音順）
○スキューズ株式会社
○川崎重工業株式会社

■産業支援機関
○公益財団法人大阪市都市型産業振興センター
○公益財団法人新産業創造研究機構

SIer、ロボットメーカー、大学等の有識者や産業支援機関等の知恵を結集し、（１）中小企業へのロボット導入に向けた課題整理及
び対応策の検討を行うとともに、（２）先進導入モデル形成を目指したFSを実施し、関西がロボット開発・活用の先進地域となること
を目指す。

中小企業におけるロボット導入促進研究会

中小企業向けロボット導入促進プロジェクト
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中小企業等でのロボット導入の阻害要因とその対応

関西ロボットSIerネットワーク
の形成
SIerや自動機メーカーなどロボット関
連企業や団体等からなるネットワーク
を構築し、①情報提供、②人材育成
カリキュラムの実施、③ビジネスマッチン
グの実施、等の活動を展開。

■専門商社等
○オリックス・レンテック株式会社
○株式会社立花エレテック

コスト
 複数の現場でのニーズを基にした共通仕様の作成によるコスト削減
モデルプロジェクト（溶融亜鉛メッキ）

 専用機メーカーとロボットメーカーとの連携による作業工程全体の最
適化のためのプロジェクト（食品工場向け自動化促進交流会）

人材不足
 SIer候補向け人材育成プログラムの整備
 既存ロボット関連人材育成機関・プログラムの連携
 関西ロボットSIerネットワーク内でのビジネス連携・補完関係の構築（予定）

情報不足
 中小企業向けロボット導入ガイドラインの作成
 ロボット導入促進地域拠点の整備・強化
 ロボットSIerスキル標準を基にした関西SIerカタログの作成（予定）
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「関西ロボットSIerネットワーク」の概要

関西ロボットSIerネットワーク

近畿経済産業局、i-RooBO（事務局）

支援

日本ロボット工業会
（SIer全国組織） 連携

ＮＥＤＯ
（ロボット技術支援）

連携

産総研
（ロボット安全対応等）

連携ロボット商社
機械メーカー
自動機メーカー
（SIer候補企業）

ニーズ提供

ニーズの高いユーザー企業群
（食品加工分野など未活用領域）

情報提供

ロボットメーカー
（ロボット関連最新情報の提供）

ロボット関連情報の共有、補完関係の構築、協働プロジェクトの組成

ロボットSIer



中小企業向け各種ガイドブックの作成
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ロボットの導入にあたっては、「ロボットに
何をさせるのか」「人とロボットの役割分担
をどうするか」「費用対効果はどう測るか」
など、多角的に検討し、判断する必要がある。
当局では昨年度、ロボットを導入する際に取
り組むべきことの他、導入を決める前に
チェックすべき項目について整理した「中小
製造業のためのロボット導入促進ガイドブッ
ク」を作成。

製造技術を持たない中小企業がロボット導入
するに当たっては、SIerへの相談は不可欠と
なる一方で、その情報は現状限られたものと
なっている。
当局では昨年度、主に関西に拠点を置くロ
ボットシステムインテグレータ企業20社の対
応可能業種や得意分野、納入実績等を掲載し
た企業集を作成。

http://www.kansai.meti.go.jp/3jisedai/29_guidebook/guidebook.pdf



SIer候補向け人材育成
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＞生産設備や検査装置などの制御装置
PLCのソフトウェア設計・開発

＞実際の模擬生産設備や各種ロボットを
使ってのトレーニングで、現場課題の解
決力向上

＞顧客の多様なニーズに最適な課題解
決・提案を行うことができる「インテグレー
ション力」の育成

次世代FAの人材育成拠点
Industrial Automation
Technology Center(IATC)

関西ロボット人材育成研究会

参加メンバー：関西職業能力開発促進セン
ター（ポリテクセンター）、㈱立花エレ
テック、大阪府、大阪高等職業技術専門
校、（公財）大阪市都市型産業振興セン
ター、（一社）i-RooBO Network Forum

各機関が実施するロボット関連研修プログ
ラムの整理中。
（それぞれのプログラムが、SIer標準スキ
ル等を参照にして、どういった分野の専門
性を身に着けることが出来るかを整理）
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複数の現場でのニーズを基にした共通仕様の作成による
コスト削減モデルプロジェクト

 複数のSIerが連携し、複数の同業企業への導入を想定した汎用性の高い
システムインテグレーションを検討し、１社あたりのコストダウン（SI費用の低
減）を試みるFSを実施。

 今年度は、一般社団法人 日本溶融亜鉛鍍金協会 西日本支部の協力を
得て、過酷作業の一つであり、人手不足に悩む溶融亜鉛めっき工場を対象
に取り組む。ロボット導入意欲の高い７社の同協会会員企業（いずれも大
阪府内本社）がユーザー候補としてワーキンググループの事業に参画する。

 「複数のSIer」が「複数のユーザー候補」の現場視察やヒアリングを通じ、めっ
き作業の工程を分析。その中からロボット化に適した共通の作業を洗い出し、
汎用性の高いロボットシステムの構築を目指す。

【運 営】
大阪商工会議所

【メンバー】
・プロジェクトマネージャー
公益財団法人 新産業創造研究機構 ロボット産業コーディネーター 中土宜明 氏
・コーディネーター
大阪工業大学 ロボティクス＆デザイン工学部 ロボット工学科 特任教授 野田哲男 氏
大阪工業大学 工学部 環境工学科 准教授 皆川健多郎 氏
・SIer
泉谷機械工業株式会社、東洋機器工業株式会社、東洋理機工業株式会社
有限会社ヒサミツ、株式会社ブリッジ・ソリューション
・金融機関
株式会社日本政策金融公庫、株式会社りそな銀行

※SIerは、ユーザー候補の声を聞き、どのような
ロボットシステムを開発すれば多くの企業に受
け入れられるのか、などの知見を得る。
また、ユーザー候補がロボット導入に関する知
識を深める場としても機能させる。

「導入コスト削減ワーキンググループ」
（溶融亜鉛めっき工場をフィールドにしたロボット導入FS）

人手で作業する過酷な溶融亜鉛メッキの現場

・SIer連携による低コストロボットシステムの開発
・業界全体への汎用ロボット導入による現場カイゼンの実現



食品工場向け自動化促進交流会

ロボットSIer
強み：高度なロボットシステム構築能力
課題：食品工場における自動化に関する情報

（ノウハウ）が必要

食品メーカー
強み：食品業界における自動化ニーズに精通

するとともに、ロボット活用実績あり
導入後のメンテナンスが万全

課題：ロボットや各種自動化装置メーカーとの
連携強化

食品機械メーカー（メンバー）
強み：食品工場のニーズ把握

食品工場向けユニットの商品化
課題：ロボットシステムを構築する技術が必要

 補完関係の構築

 課題解決に向けた連携

食品工場向け
ユニット開発ＰＪの組成

食品業界向けロボットシステム開発及び導入普及に向けたきっかけ作り

 食品工場へのロボットシステム導入は、①衛生管理、②多品種小ロットにより頻繁な段取り替え、③柔軟物への対応など
の技術面やコスト等で課題がある一方、各メーカーは競合関係等にあるため連携が進んでいない。

 ロボット関連企業や食品機械関連企業等の各メーカに対し出会いの場を提供することにより、連携促進を目指す。
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団体等
１．日本食品機械工業会
役割：食品機械メーカーへの情報発信、調整
２．i-RooBO network forum
役割：SIerへの情報発信、調整

マッチングサポート、プロジェクト組成の企画

連携 連携

事例等の
情報提供

支援
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関西におけるロボット導入促進拠点の連携

Fukui

福井ロボットテクニカルセンター
（ふくいロボット道場）

関西SIerネットワーク
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問い合わせ先：
近畿経済産業局
次世代産業・情報政策課
TEL：０６－６９６６－６００８



「社会的信頼が向上」「パブリシティ効果
大」「新規採用等若手職人の雇用に」
「協力工場にまで士気向上」など

受賞のメリット
（第７回ものづくり日本大賞 受賞者の声）

募集期間
平成３０年１１月１６日（金）～平成３１年１月２５日（金）

第8回「ものづくり日本大賞」の募集について

お問い合わせ先：
近畿経済産業局 製造産業課
TEL:06-6966-6022

我が国の「ものづくり」を着実に継承し、さらに発展させていくため、製造・生産現場の中核を
担っている中堅人材や、伝統的・文化的な「技」を支えてきた熟練人材、今後を担う若年
人材の中から、特に優秀と認められる方々（個人・グループ）を顕彰する制度。
平成17年から隔年で実施しており、今回で８回目。

募集分野 賞の種類

産業・社会を支えるものづくり

①製造・生産プロセス部門 内閣総理大臣賞、経済産業大
臣賞、（特別賞）、優秀賞

②製品・技術開発部門 内閣総理大臣賞、経済産業大
臣賞、（特別賞）、優秀賞

③伝統技術の応用部門 内閣総理大臣賞、経済産業大
臣賞、（特別賞）、優秀賞

④Connected Industries- 優れた連携部門
(新設)

経済産業大臣賞、（特別賞）、
優秀賞

ものづくりの将来を担う高度な技術・技能

〇人材育成支援部門 経済産業大臣賞、（特別賞）、
優秀賞

※特別賞は、惜しくも内閣総理大臣賞、経済産業大臣賞を逃した方のうち、特に表彰すべき
方がいる場合に限り、設けることがあります
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